
  

第２次（後期）見附市特定事業主行動計画に基づく取組の実施状況の公表について 

          令和５年１０月 

          見 附 市 

 
 Ⅰ 目的 

次世代育成支援対策推進法および女性活躍推進法第１９条第６項の規定に基づき、

見附市における特定事業主行動計画による取組について、実施状況を公表するもの。 

あわせて、女性活躍推進法第２１条の規定に基づき、女性の職業選択に資する情報

を公表するもの。 

 

 Ⅱ 実施状況 

１ 採用した職員に占める女性職員の割合（各年度４月１日現在） 

   目標：目標設定時、女性が半数以上のため特に数値目標の設定はしない。 

 

 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

女性職員（人） １４ ８ １２ ５ １１ 

全採用職員（人） ２６ ２０ ２０ １６ ２５ 

女性割合（％） ５３．８ ４０．０ ６０．０ ３１．３ ４４．０ 

 

  ２ 管理的地位にある職員に占める女性職員の割合（各年度４月１日現在） 

    目標：全管理職員数に占める女性職員の割合を１２．０％以上にします。 

 

 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

女性管理職員数(人) １０ １３ １３ １８ ２２ 

全管理職員数（人） ８８ ８０ ８０ ８５ ８９ 

女性の割合（％） １１．４ １６．３ １６．３ ２１．２ ２４．７ 

 

  ３ 各役職段階にある職員に占める女性職員の割合（各年度４月１日現在） 

    目標：各役職段階の女性職員の割合 

課長級以上１０％、課長補佐級１３％、係長級５０％を目指します。 

 

  令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

課
長
級
以
上 

女性職員数（人） ２ ３ ３ ３ ４ 

課長級以上全体（人） ２５ ２４ ２６ ２７ ２９ 

女性の割合（％） ８．０ １２．５ １１．５ １１．１ １３．８ 

課
長
補
佐
級 

女性職員数（人） ８ １０ １０ １５ １８ 

課長補佐級以上全体（人） ６３ ６０ ５４ ５８ ６０ 

女性の割合（％） １２．７ １６．７ １９．６ ２５．９ ３０．０ 

係
長
級 

女性職員数（人） ４０ ３８ ３８ ３３ ２９ 

係長級以上全体（人） ８２ ８２ ８６ ７７ ７３ 

女性の割合（％） ４８．８ ４６．３ ４４．２ ４２．９ ３９．７ 

 



  

４ 平均した継続勤務年数の男女の差異（各年度４月１日現在） 

    目標：仕事と家庭の両立を理由とした自己都合退職を減少させるよう、平均継続勤

務年数の男女差の縮小を目指します。 

 

 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 

男性（年） １７．９ １８．２ １７．６ １７．１ １６．３ 

女性（年） １４．７ １５．０ １５．１ １５．７ １５．７ 

差（年） ３．２ ３．２ ２．５ １．４ ０．６ 

 

  ５ 職員１人当たりの超過勤務時間 

    目標：年間１人当たりの時間外勤務１２０時間以下を目指します。 

       年間３６０時間の限度時間超過職員数１０人以下を目指します。 

   （一般職員） 

 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 

時間 １５１．１ １３１．６ １２６．５ １４８．２ １６４．４ 

超過職員数 ―  １２人 ２２人 ３６人 ４０人 

     （管理職員） 

 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 

時間 ― ５１．１ ３６．１ ６１．８ ７０．９ 

超過職員数 ― ２人 ２人 ２人 ３人 

 

  ６ 男女別の育児休業取得率 

    目標：育児休業等の取得率、男性：1５％、女性１００％を目指します。 

 

 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 

男性（％） １４．３ １２．５ ０ ４０．０ ０．０ 

女性（％） １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ 

 

  ７ 男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率 

    目標：男性職員の配偶者の出産休暇（特別休暇）取得率１００％を目指します。 

       男性職員の育児参加休暇（特別休暇）取得率８０％を目指します。 

 

 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 

配偶者出産休暇（％） ８５．７ ７５．０ ６６．７ ８０．０ ５０．０ 

育児参加休暇（％） ２８．６ ５０．０ ６６．７ ６０．０ ０．０ 

 

  ８ 年次有給休暇の取得日数の状況（各年１月１日～１２月３１日まで） 

    目標：年次有給休暇の取得日数年間１２日以上を目指します。 

 

 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 

日数（日） ９．４ ９．２ ９．７ ９．７ ９．６ 

 


